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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇その他の事故、事件 

・信号無視の歩行者、重過失疑い バイク側骨折で書類送検、高知 

＜共同通信 2021年 9月 22日＞ https://nordot.app/813369006232043520?c=39546741839462401 

 信号を無視して横断歩道を渡り、オートバイに乗って走ってきた人を転倒させ骨折を負わせたとして、高知南

署は 22日までに、重過失傷害の疑いで高知市の男性歩行者（51）を書類送検した。 

 書類送検容疑は 7月 15日午後 7時 40分ごろ、高知市鴨部の国道 56号で、押しボタン式信号機のボタンを押さ

ずに赤信号のまま横断し、オートバイで通過しようとした同市の 30代男性と接触。30代男性に左手を骨折する 8

週間程度のけがを負わせた疑い。 

 同容疑で歩行者側が書類送検されるのは珍しいという。署は歩行者側が交通ルールを守らずに起こる事故を防

ぐため、注意喚起も踏まえ立件が必要と判断した。 

---------- 

・電動自転車のバッテリー盗難が多発、転売目的に被害女性「想像もしていなかった」 

＜読売新聞 2021年 9月 21日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20210921-OYT1T50179/ 

 電動アシスト自転車のバッテリーが盗まれる被害が相次いでいる。寿命で定期的な交換が必要なために需要が

高く、ネット上で転売されている。コロナ禍で「密」を避ける移動手段として利用する人が増えたことも影響し

ているとみられ、警察は取り外して家の中で保管するなどの対策を呼びかけている。（夏井崇裕、高木文一） 

 大阪市平野区で７月下旬、出勤前の介護ヘルパーの女性（４５）が、駐輪場に止めていた愛用の電動アシスト

自転車のバッテリーがなくなっていることに気付いた。車体に固定するための鍵穴が壊されており、何者かが持

ち去ったとみられる。 

 女性は２年前、子どもの送迎のために購入した。「バッテリーを狙うなんて想像していなかった。仕事にも使

っているのに許せない」と憤った。 

 大阪府自転車商防犯協力会によると、電動アシスト自転車のバッテリーは車体に鍵をかけて固定されており、

充電の際に解錠して取り外す。一般的に寿命は３〜４年で、買い替えると３万〜５万円するという。 

 大阪府警によると、今年に入って特に被害が目立っている。昨年は月１〜１７件で推移したが、今年１月に２

７件の被害を確認。７月に５１件、８月に６１件発生し、８月末までに計２８４件で、昨年１年間（１２９件）

を大幅に上回っている。 

 府警は今月２日、大阪市平野区の集合住宅の駐輪場で、バッテリー４個（１０万５０００円相当）を盗んだと

して、無職の男（３５）を窃盗容疑で逮捕。捜査で、男が神戸市内の自転車販売店に約５０個を転売していたこ

とが判明した。 

 東京都内でも被害が相次ぎ、８月末現在の被害件数は２１８件（前年同期比１２４件増）。警視庁は７月に通

信制高校の男子生徒３人を逮捕。３人は２月以降、フリーマーケットアプリにバッテリー約４０個を出品し、１

個３０００〜１万７０００円で売却していた。 

 被害が多発する背景には、電動アシスト自転車の普及がある。経済産業省によると、２０１０年に約３４万台

だった出荷台数は、昨年は約７３万台に増加。自転車全体（約１６２万台）の約半数を占めている。コロナ禍で

通勤で使う人も増えているという。 

 大阪府警は公式ツイッターで、「バッテリーの盗難が多発しています！」と投稿し、バッテリー用の盗難防止
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ロックの活用などを呼びかけているほか、府内の自転車販売店に対策をまとめたチラシを配布し、客らに伝える

よう依頼した。 

 大阪市阿倍野区の自転車販売店「サイクルヒーローあべの店」では、車体とバッテリーを固定する専用のワイ

ヤ錠（約１５００円）を販売。店長の池田克彦さん（５６）は「家の中に持って入ることが大事だが、できない

時は、ワイヤ錠で二重ロックをかけて盗難を防いでほしい」としている。 

 ◆電動アシスト自転車＝１９９３年に商品化された。バッテリーを動力源とするモーターがペダルをこぐ力を

補助するため、坂道や長距離でも楽に運転できる。バッテリーは取り外し式で、家庭用コンセントで充電する。

近年はスポーツタイプの「イーバイク」の人気が高い。 

-------------------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・救急搬送困難 2000件下回る 7月中旬の水準に 

＜共同通信 2021年 9月 22日＞ https://nordot.app/813355794836094976?c=39546741839462401 

 総務省消防庁は 22日、患者の搬送先がすぐに決まらない「救急搬送困難事案」が、13～19日の 1週間に全国

52の消防で計 1874件あったと発表した。前週（6日～12日）から 13％減り、5週連続のマイナス。2千件を下回

ったのは、感染拡大「第 5波」の始まりに近い 7月 12～18日の週（1545件）以来。 

 このうち呼吸困難など新型コロナ感染が疑われる事案は 524件で、首都圏を中心に前週から 29％減少した。 

 搬送困難事案数を地域別に見ると、最多は東京消防庁の 908件で、前週比では 18％減少。大阪市消防局が 2％

減の 245件、横浜市消防局が 25％減の 112件などと続いた。 

---------- 

・株式会社 T.Sコーポレーションに対する景品表示法に基づく課徴金納付命令について 

＜消費者庁 2021年 9月 22日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/025622/ 

   https://www.caa.go.jp/notice/assets/representation_210922_01.pdf 

消費者庁は、本日、株式会社 T.Sコーポレーションに対し、同社が供給する「BUBKA ZERO」と称する育毛剤を含

む「スカルプケアコース」及び「トータルケアコース」と称する各セット商品の各商品に係る表示について、景

品表示法第 8条第 1項の規定に基づき、課徴金納付命令を発出しました。 

課徴金対象行為 

ア 表示媒体 

(ｱ) 「『有名大学がマウス実験で実証』 医療関係者も勧める『９０％がフサフサになった育毛剤』がヤバイ！」

と記載のあるアフィリエイトサイト（以下「本件アフィリエイトサイト①」という。）（注） 

(ｲ) 「【新常識！薄毛の原因は●●だった】世界的な科学誌が推奨の毛髪再生法 有名医科大のマウス実験で実証

済！試した９０％以上がボリューム復活！？」と記載のあるアフィリエイトサイト（以下「本件アフィリエイト

サイト②」という。） 

 

・育毛剤販売会社に課徴金 「BUBKA ZERO」 

＜共同通信 2021年 9月 22日＞ https://nordot.app/813305979150204928?c=39546741839462401 

 短期間で効果が得られるようにうたった育毛剤「BUBKA ZERO」（ブブカゼロ）の広告は、根拠がなく景品表示

法違反（優良誤認）に当たるとして、消費者庁は 22日、販売会社の「T.Sコーポレーション」（大阪府吹田市）

に課徴金 1747万円の納付を命じた。 

 同庁表示対策課によると、2019年 7月と 9月、ニュースサイトに「たった 2カ月で髪がフサフサになった」な

どと書かれた広告が表示された。しかし、同社が消費者庁に提出した資料では合理的な根拠は認められなかった。 

 問題となったのは成功報酬型のアフィリエイト広告で、個人が仲介会社の依頼などを受けて作成する。 

---------- 

・監督指導による賃金不払残業の是正結果（令和２年度） 

＜厚生労働省 2021年 9月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=uUJb53nSE06zpqgrY 

                https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=E-jxTdN4ueQZDAWBY 

 厚生労働省は、このたび、労働基準監督署が監督指導を行った結果、令和２年度（令和２年４月から令和３年
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３月まで）に、不払となっていた割増賃金が支払われたもののうち、支払額が１企業で合計 100 万円以上である

事案を取りまとめましたので公表します。  

【監督指導による賃金不払残業の是正結果(令和２年度）のポイント（詳細別紙１、２）】   

(1) 是正企業数 1,062 企業（前年度比 549 企業の減） 

   うち、1,000 万円以上の割増賃金を支払ったのは、112 企業（同 49 企業の減） 

(2) 対象労働者数 ６万 5,395 人（同 １万 3,322 人の減） 

(3) 支払われた割増賃金合計額 69 億 8,614 万円（同 28 億 5,454 万円の減） 

(4) 支払われた割増賃金の平均額は、1 企業当たり 658 万円、労働者 1 人当たり 11 万円  

  監督指導の対象となった企業においては、賃金不払残業の解消のために様々な取組が行われています（別紙３

参照）。 

  厚生労働省では、引き続き、賃金不払残業の解消に向け、監督指導を徹底していきます。 

-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[福島原発事故] 

・食品中の放射性物質の検査結果について（１２５４報）（東京電力福島原子力発電所事故関連） 

＜厚生労働省 2021年 9月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=xzwlmQesbTDN2NVVY 

１ 自治体の検査結果 

青森県、岩手県、宮城県、仙台市、宇都宮市、千葉県、東京都、文京区、横浜市、川崎市、新潟県 

   ※ 基準値超過 なし 

２ 緊急時モニタリング又は福島県の検査結果 

    ※ 基準値超過 １件 

    No. 1  群馬県産  チチタケ    （Cs：640 Bq/kg） 

---------- 

・米国による日本産食品の輸入規制の撤廃について（東日本大震災関連） 

＜農林水産省 2021年 9月 22日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/yusyutu_kokusai/chiiki/210922.html 

-------------------- 

[原子力施設全般] 

・東電「リスク認識の甘さ」認める 柏崎刈羽原発テロ対策不備で報告書 

＜朝日新聞 2021年 9月 22日＞ 

https://www.asahi.com/articles/ASP9Q674RP9PULBJ004.html 

 東京電力は 22日、柏崎刈羽原発 7号機（新潟県）でテロ対策の不備が相次いだ問題で、原因や再発防止策をま

とめた報告書を原子力規制委員会に提出した。外部からの侵入検知設備の故障を代替措置で済ませていたことに

対し、現場から疑問視する声が上がったが、対策を講じずに放置するなど、東電の安全軽視の姿勢が再び浮き彫

りになった。 

東電によると、同原発では外部からの不正入室を検知する設備の故障が相次ぎ、約 10カ所で 30日以上機能しな

い状態が続いた。東電は代わりにカメラで監視していたが、規制委の抜き打ち検査で不十分だったことが判明。

社員が同僚の IDカードを使って中央制御室に不正に入室していたことも明らかになった。 

現場からの声を放置 

 報告書は、「代替措置を行っていれば、速やかに設備復旧しなくても良い」という考えが現場の大勢だったと指

摘。本来は担当社員が監視に専念すべきだったが、実際は 1人が複数のモニターを監視し、ほかの業務に当たる

など常時監視できていなかった。現場の社員から「設備を早く修理してほしい」との声も上がったが、速やかに

対応しなかった。また、電力会社の会合で不十分な代替措置が問題になったが、担当者が上層部に伝えず、部門

内にとどめていたという。 

 報告書は、共通する原因として①核物質防護に関するリスク認識の甘さ②上層部が現場実態を把握していない

③組織の是正する力が弱かった、ことを挙げた。 

 東電は同日、7号機内に設置された火災感知器のうち約 100台が法令で定める設置基準を満たしていないこと
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も発表した。配管まわりの浸水防護工事で新たに 5カ所の未完了が見つかり、工事未完了は計 94カ所になったこ

とも明らかにした。引き続き点検を続けるという。 

 一連の問題の経営管理責任を問い、小早川智明社長と、原子力部門を統括する牧野茂徳・常務執行役を減俸 30%

（3カ月）とした。また、牧野常務の原子力・立地本部長の職を解き、柏崎刈羽原発の石井武生所長を更迭する

人事と原子力部門の新潟への移転も発表した。 

 規制委は今年 4月、テロ対策不備を受けて同原発に核燃料の移動を禁止する命令を発令。東電がめざす再稼働

は凍結された状態になっている。規制委は今後、数カ月間かけて検査を行い、再発防止策を確認する。2022年春

ごろにも命令の解除について判断することになる。 

 

・「原発を動かせるわけがない」 相次ぐ東電の不祥事、国の政策にも影 

＜朝日新聞 2021年 9月 23日＞ 

https://www.asahi.com/articles/ASP9Q73QCP9PULBJ005.html 

東京電力柏崎刈羽原発（新潟県）で発覚したテロ対策や安全対策工事の不備について、東電が調査結果と再発

防止策を発表した。安全を最優先にするという福島第一原発事故の教訓は、なぜ生かせなかったのか。再稼働を

めざす東電への不信感が強まっている。 

 東電の小林喜光会長は 22日夕、都内で開いた記者会見で一連の問題を陳謝し、「（改善を）やり遂げることがで

きなければ、原子力事業に携わる資格がないと烙印（らくいん）を押される。最後の機会と覚悟を持って取り組

む」と述べた。 

社長「正しい教育できていなかった」 

 なぜ外部からの侵入を検知する重要設備の故障を放置したのか――。報告書から浮かび上がるのは、現場の核

物質防護に対する認識の甘さだ。 

 柏崎刈羽では侵入検知器が故… 

-------------------- 

[大災害対策] 

・家を襲う“謎の土” その正体は？ 

＜NHK 2021年 9月 21日＞ 

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210921/k10013269681000.html?utm_int=all_side_ranking-access_005 

うずたかく積まれた「土の山」が突然崩れて家を襲う。その「土」はどこから来て、誰が積んだのか。住民はお

ろか、行政も把握できない。中には崩落リスクが高いことを誰もが知りながら、放置されているところもある。

そんな事態が、全国で相次いでいます。 

 

晴れた日に突然「山」が崩れてきた 

崩落したのは“盛り土”だった 

相次ぐ「盛り土の崩落」あなたの街は？ 

     盛り土の崩落はこの 24年のあいだに 16府県で 44件 

     不適切な盛り土に対する行政指導：32年間で 512件 

盛り土の管理はどうなっているの？ 

なぜルールを守らない盛り土ができるの？ 

指導の徹底 なぜできないの？ 

国は何をしていた？ 繰り返された“見送り”が招いた事態 

専門家「今こそ法規制を」 

見ないふりは もう出来ない 

気になる盛り土を見つけたら？ 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 
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◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症の患者等の発生について（空港検疫） 

＜厚生労働省 2021年 9月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=F-z1Sdd8veAdCAeFY 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和３年９月 22日版） 

＜厚生労働省 2021年 9月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=2yA5hRuwcSzRxMhJY 

・「都道府県別の懸念される変異株の国内事例数(ゲノム解析)」を掲載しました 

＜厚生労働省 2021年 9月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=G-D5RdtwsewRBBaJY 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇省庁発表 

・「都道府県別の懸念される変異株の国内事例数(ゲノム解析)」を掲載しました 

＜厚生労働省 2021年 9月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=G-D5RdtwsewRBBaJY 

---------- 

◇ワクチン、検査薬、治療薬等 

・予防接種実施規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 157号） 

   [官報] 令和 3年 9月 21日 特別号外 第 77号 1頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20210921/20210921t00077/20210921t000770001f.html 

〇厚生労働省令第 157号 

予防接種法（昭和二十三年法律第六十八号）第十一条及び附則第七条第一項の規定に基づき、予防接種実施規

則の一部を改正する省令を次のように定める。 

令和 3年 9月 21日                        厚生労働大臣  田村 憲久 

予防接種実施規則の一部を改正する省令 

予防接種実施規則（昭和三十三年厚生省令第二十七号）の一部を次の表のように改正する。 

（傍線部分は改正部分）  

改 正 後 改 正 前 

附 則 

（新型コロナウイルス感染症の予防接種に係る接種

の方法） 

第七条 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種

は、次の各号に掲げるいずれかの方法により行うも

のとする。 

 一～三 (略) 

２  前項の規定にかかわらず、新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種を受けた後に重篤な副反応を呈

した場合その他同項各号に掲げる方法以外の方法で

接種を行う必要がある場合には、同項各号に掲げる

方法に準ずる方法であって、接種回数、接種間隔及

び接種量に照らして適切な方法で接種を行うことが

できる。 

附 則 

（新型コロナウイルス感染症の予防接種に係る接種

の方法） 

第七条 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種

は、次の各号に掲げるいずれかの方法により行うも

のとする。 

 一～三 (略) 

(新設) 

附 則 

この省令は、公布の日から施行する。 

---------- 

・新型コロナワクチンの供給の見通し 

＜厚生労働省 2021年 9月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=Q7ihHYMo6bRJXFfRY 

 

・新型コロナワクチンに係る自治体向け通知・事務連絡等 
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＜厚生労働省 2021年 9月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2hxzVP4OWSZjIYBY 

 

・第８回新型コロナワクチン自治体説明会資料 

＜厚生労働省 2021年 9月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=8wgRrTOYWQT57ORhY 

 

・職域接種に関するお知らせ 

＜厚生労働省 2021年 9月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2hxzVP4OWSZjJsBY 

 

・ワクチン 11月めど完了、需要回復へ準備も冬流行「第 6波」懸念拭えず 

＜京都新聞 2021年 9月 23日＞ https://www.kyoto-np.co.jp/articles/-/643857 

 

・コロナワクチン、22年度実用化 KMバイオ、最終治験へ 

＜共同通信 2021年 9月 22日＞ https://nordot.app/812980443300478976?c=39546741839462401 

 

・相次ぐ「ブレイクスルー感染」、軽症で発見遅れる恐れも…「接種しても気は抜けない」 

＜読売新聞 2021年 9月 23日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20210922-OYT1T50295/ 

 

・ワクチンパスポートは経済回復の切り札か？ フランスに見る問題点 

＜朝日新聞 2021年 9月 23日＞ 

https://www.asahi.com/articles/ASP9Q413XP8ZUPQJ004.html?iref=comtop_7_02 

 

・1年で世界人口の 7割接種目標  米大統領、サミットで協力要請 

＜共同通信 2021年 9月 23日＞ https://nordot.app/813441984580337664?c=39546741839462401 

 

・ワクチン接種、世界で 60億回 

格差深刻、遅れる低所得国 

＜共同通信 2021年 9月 22日＞ https://nordot.app/813330503358660608?c=39546741839462401 

---------- 

◇大学等関係 

・さよならサークル文化 

サークル文化は終わった？どうなる大学生の友人関係 

＜NHK 2021年 9月 22日＞ 

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210921/k10013271021000.html?utm_int=all_side_ranking-access_002 

「大学時代に入っていたサークルが活動休止らしい」 

そんな知らせを耳にしました。 

友情も恋愛も、優秀な学生のノートのコピーも…いろいろなことを教えてくれた大学のサークル。 

コロナ禍の今、大きな危機を迎えています。 

授業はオンラインばかりで、大学の友達がほとんどいないという声も聞かれます。 

コロナが広がって一年半以上。 

変わる大学生のコミュニケーション、社会人にとってもひと事ではないかもしれません。 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・感染保育士に出勤隠し指示、大阪 

認可保育園、保健所の調査免れる 

＜共同通信 2021年 9月 22日＞ https://nordot.app/813263136206536704?c=39546741839462401 
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・郵便局クラスター、配達かばん・端末の共有が原因か…消毒手順のルールなし 

＜読売新聞 2021年 9月 22日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20210922-OYT1T50106/ 

 

・妻を不調にさせるのは？ 夫の中の五つの「自分」 

＜毎日新聞 2021年 9月 23日＞ 

https://mainichi.jp/premier/health/articles/20210921/med/00m/100/015000c 

 

・「発言は許可できません」“鼻マスク”市議が注意無視で議会紛糾…退席市議「法的手段を検討」と反発も…大

分・臼杵市 

＜FNNプライムオンライン 2021年 9月 22日＞ https://www.fnn.jp/articles/-/242813 

 

・米、検査拡充で学校「対面」継続 子どもの感染増に対応 

＜日経新聞 2021年 9月 23日＞ https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGN22D340S1A920C2000000/ 

 

・マスク着用求められ店員を射殺「ルール押しつけてきたから」 ドイツ 

＜朝日新聞 2021年 9月 22日＞ 

https://www.asahi.com/articles/ASP9Q2SCLP9QDIFI001.html 

********************************************************************************************* 

[3] 廃棄物関係 

◇PCB処理、最大 2年延長 全国 5カ所、環境省方針 

＜共同通信 2021年 9月 22日＞ https://nordot.app/813352816057729024 

 環境省は 22日、人体に有害な高濃度のポリ塩化ビフェニール（PCB）を含む廃棄物を巡り、全国 5カ所の施設

で進めている処理の完了時期を最大 2年先延ばしする方針を発表した。企業などの保管分が新たに見つかり、処

理量が見込みより増えたため。 

 見直し後の完了時期は、北海道室蘭市が 2026年 3月末まで、他の都市は 24年 3月末まで。現行は、室蘭市が

24年 3月末、東京都江東区と愛知県豊田市が 23年 3月末、大阪市と北九州市が 22年 3月末だった。環境省は 22

日までに延長方針を伝えており、各自治体の理解を求める。 

********************************************************************************************* 

[4] 温暖化対策関係 

◇温暖化、2大排出国が新公約  米、途上国支援を倍増へ 

＜共同通信 2021年 9月 22日＞ https://nordot.app/813226568723972096?c=39546741839462401 

 バイデン米大統領は 21日、ニューヨークでの国連総会の一般討論演説で、地球温暖化対策を巡る発展途上国へ

の資金支援を倍増させる意向を表明した。中国の習近平国家主席もビデオ形式で演説し「海外で新たな石炭火力

発電所の建設を中止する」と明らかにした。CO2の 2大排出国が脱炭素に向け新たな公約を打ち出した。 

 グテレス国連事務総長は「気候変動対策に関する米中両国の重要な表明を歓迎する」とコメントを発表。10～

11月に英国で開く国連気候変動枠組み条約第 26回締約国会議（COP26）が控えており、両国の方針表明は対策強

化を図る国際交渉に弾みとなりそうだ。 

---------- 

・国連で米、温暖化対策の支援倍増を明言 それでも「足りない」試算も 

＜朝日新聞 2021年 9月 22日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9Q5DR8P9QUHBI017.html 

 バイデン米大統領は 21日、国連総会での演説で、途上国の温暖化対策を支援する資金を 2024年までに倍増さ

せると明らかにした。今年 4月に自ら主催した気候変動サミットでは年間約 57億ドル（約 6300億円）への倍増

を明言していたが、今回さらに年間約 114億ドル（約 1兆 2500億円）まで増やすため、議会と取り組んでいくと

いう。 

 途上国に対する温暖化対策の支援をめぐっては、先進国の間で「20年に官民あわせて年間 1千億ドルにする」

という目標がある。ただ、経済協力開発機構（OECD）によると、19年時点で支援額は 796億ドルにしか達してい
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ない。 

 国連のグテーレス事務総長は 20日、「この約束を守らないと、先進国と途上国の信頼関係が損なわれる大きな

原因になる。先進国はこのギャップを埋める必要がある」と指摘していた。 

 バイデン氏は演説で「米国は温暖化対策を支援するリーダーになる」と胸を張った。ただ、各先進国がどれだ

け負担するかは、財政力や温室効果ガスの排出量によって異なる。英国のシンクタンク「海外開発研究所（ODI）」

によると米国は約 430億ドルの負担が必要だという。約 114億ドルに増やしても、まだまだ足りていない状況だ。 

---------- 

◇米中、気候変動問題では歩み寄り 石炭火力、外堀埋められた中国は 

＜朝日新聞 2021年 9月 22日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9Q6F03P9QUHBI00Y.html 

中国の習近平（シーチンピン）国家主席が、石炭火力発電の新たな輸出をやめると表明した。対立が続く米中両

国が気候変動問題で歩み寄った形で、さらなる温室効果ガス削減効果が期待される。10月末に国連気候変動枠組

み条約締約国会議（COP26）を控え、日本の対応も問われている。 

 「気候変動に積極的に対応し、人と自然の生命共同体を築く」。習氏は 21日の国連総会一般演説で、温室効果

ガス削減に取り組む姿勢を強調した。演説を受けて、中国外務省の趙立堅副報道局長は 22日の定例会見で「クリ

ーンで健全な発展の実現を世界に呼びかけた。国際協力の目標や原則、重点分野を明確にしている」と評価した。 

フィンランドの研究機関によると、中国はここ 10年、国外の石炭火力発電事業の最大投資国だ。特に 2015年～

17年に発展途上国への投資が急増。気候変動への関心が高まる中で近年は減少傾向にあったが、このタイミング

で輸出停止を打ち出した背景には、米国の求めがあった。 

 バイデン政権で気候変動問題を担当するジョン・ケリー大統領特使は 8月下旬に訪中し、10月末に始まる COP26

に向けて、石炭火力発電輸出の停止を中国側に求めた。中国は即答を控えたが、習氏は今月 10日にバイデン大統

領との電話協議に臨み「互いの関心を尊重し、意見の相違を管理すればプラスの結果が得られる」と言及。米国

の意向に沿うよう前向きに検討を進めた模様だ。 

 政策ごとに対中姿勢を「競争、協力、対抗」と使い分けるバイデン政権に対し、習指導部は経済や軍事も含め

た包括的な対話メカニズムの構築を求めてきた。米国は戦略を変更していないが、その中国が気候変動問題のみ

に歩み寄りを見せたのは、国内政治が敏感な時期に入りつつあるという事情もある。 

 中国外交筋によると、習氏は共産党 100周年の式典を終えた 7月下旬から、対米外交に再び注力するようにな

った。国内最重要の政治日程である 5年に 1度の党大会を来年秋に控え、米中関係を「コントロール可能な状況

に置くこと」を重視しているという。外交筋は「外交の安定を優先した結果だ。核心的問題での譲歩はしないが、

協力可能な分野では米国との対話を進めることになる」と語る。（ 

輸出の大半が中国と日韓 

 「この件について、かなり長… 

---------- 

◇習氏、海外の石炭火力建設中止を表明 国連演説で 

米欧との対立激化を回避 気候変動の目標深掘りは見送り 

＜日経新聞 2021年 9月 22日＞ https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGM21DAD0R20C21A9000000/ 

中国の習近平（シー・ジンピン）国家主席は 22日、米ニューヨークで開催中の国連総会一般討論でビデオ演説

した。「中国は発展途上国の低炭素推進を強力に支援し、海外での石炭火力発電所を新たに建設しない」と表明、

二酸化炭素（CO2）の排出削減に取り組む考えを示した。 

海外での石炭火力発電所の建設中止は米国が中国に求めてきた内容とされる。欧州も環境問題への関心は高い。

習氏の発言からは対立が深まる米欧と気候変動分野で協調し、さらなる対立激化は回避したい思惑がうかがえる。 

習氏は「2030年までに CO2排出量がピークを迎え、60年までに実質ゼロを達成するには厳しい努力が必要だが、

全力を尽くす」と述べるにとどめた。これは習氏が昨年表明した目標をなぞったにすぎない。米国は目標の深掘

りを求めてきたが、習氏は変更しない考えを示した。 

新型コロナウイルスの発生源を巡る問題に関連して「いかなる形の政治的操作にも断固として反対する」と強調

した。バイデン米政権は中国が発生源の可能性があるとみて調査への協力を要請している。習氏は強い警戒姿勢

をみせた。 
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米軍撤収に伴うアフガニスタンの混乱を念頭に「外部からの軍事干渉と民主改造が際限のない害を及ぼすことを

改めて証明している」と話し、米国を非難した。「小さなサークル作りやゼロサムゲームを切り捨てなければな

らない」とも語った。米欧日などの対中連携に反発した。 

世界で流行が続く新型コロナの国際的な対応策を巡り年間で 20億回分のワクチンを海外に提供するように「努力

する」と述べた。「年内にさらに 1億回分のワクチンを発展途上国に無償で寄付する」とも明らかにした。 

巨額の債務を抱える発展途上国に「債務猶予や開発援助などの方式」を通じて支援する考えを示した。米欧との

長期対立もにらみ、東南アジアやアフリカ、中東などを引き寄せて対中包囲網を切り崩す構えをみせた。 

********************************************************************************************* 

[5] 環境安全関係 

◇WHO、大気の基準を厳格化 健康維持へ新指針 

＜共同通信 2021年 9月 22日＞ https://nordot.app/813394798540996608?c=39546741839462401 

 世界保健機関（WHO）は 22日、健康な生活を送るために必要な大気の基準を改定し、微小粒子状物質「PM2.5」

や二酸化窒素など六つの大気汚染物質をさらに低濃度とするよう求める新指針を公表した。2005年の前回改定と

比べ、1立方メートル当たりの年間平均濃度を PM2.5は 10マイクログラムから 5マイクログラムに、二酸化窒素

は 40マイクログラムから 10マイクログラムに引き下げるよう求めた。 

 大気汚染は、ぜんそくや慢性閉塞性肺疾患（COPD）、心臓疾患の悪化につながるとされる。 

 WHOは、大気汚染が気候変動と並ぶ重大な脅威となっていると指摘する。 

********************************************************************************************* 

[6] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 

・化学物質のリスク評価検討会（有害性評価小検討会）   9月 30日 

＜厚生労働省 2021年 9月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=V6y1CZc8_aBdSF3FY 

（１）職場における化学物質等の管理のあり方に関する検討会報告書について 

（２）リスク評価対象物質の有害性評価について 

（３）その他 

・令和３年度第１回有害性評価小検討会（オンライン形式）を開催します   ９月 30日 

＜厚生労働省 2021年 9月 22日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=A_jhXcNoqfQJHA2RY 

⑴ 職場における化学物質等の管理のあり方に関する検討会報告書について 

⑵ リスク評価対象物質の有害性評価について 

⑶ その他 

・食品安全委員会（第 833回）の開催について   9月 28日 

＜内閣府 2021年 9月 22日＞ http://www.fsc.go.jp/iinkai_annai/annai/annai833.html 

（１）動物用医薬品専門調査会における審議結果について 

   ・「ニタルソン」に関する審議結果の報告と意見・情報の募集について 

（２）食品安全基本法第２４条の規定に基づく委員会の意見について 

   ・動物用医薬品「ルバベグロン」に係る食品健康影響評価について 

（３）「添加物に関する食品健康影響評価指針（案）」について 

（４）その他 

・第 27回 産業構造審議会 産業技術環境分科会 廃棄物・リサイクル小委員会 容器包装リサイクルワーキンググ

ループ 

＜経済産業省 2021年 9月 22日＞ 

https://mir-www2.meti.go.jp/interface/honsho/committee/manager.cgi/committeeinfo/42226 

-------------------- 

[開催記録、報告、資料等] 

・大学等における研究設備・機器の共用化のためのガイドライン等の策定に関する検討会（第 1回）議事録 

   8月 26日 
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＜文部科学省 2021年 9月 22日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/af7yac3CxhnogHbI 

1. 公開の取扱いについて【非公開】 

2. 大学等における研究設備・機器の共用化のためのガイドライン等について 

3. その他 

********************************************************************************************* 

[7] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・マラリア 治療薬に耐性あるタイプ 東アフリカで急速に広がる 

＜NHK 2021年 9月 23日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210923/k10013272731000.html 

蚊が媒介する原虫によって引き起こされる感染症、マラリアに最も有効とされる治療薬に耐性があるタイプのも

のが、東アフリカで急速に広がっていることが順天堂大学などの調査で分かりました。 

マラリアは結核やエイズと並ぶ 3大感染症とされ、WHO＝世界保健機関によりますと、世界で毎年 2億人以上が感

染し、40万人以上が死亡しているとされます。 

順天堂大学やウガンダのグル大学などの国際研究グループは、東アフリカのウガンダで、最も有効な治療薬の「ア

ルテミシニン」に耐性があるマラリアがどれくらい広がっているか調査した結果を、アメリカの医学雑誌「ニュ

ー・イングランド・ジャーナル・オブ・メディシン」に発表しました。 

それによりますと、研究グループで調べた患者 240人中、5.8％に当たる 14人は「アルテミシニン」に耐性があ

り、このうちの 13人では、原虫の遺伝子に耐性を示す特徴的な変異が確認されたということです。 

さらに、患者の血液検査でこの変異が見つかった人は、2015年に調べた時にはいなかったのが、2019年には全体

のおよそ 16％と急速に増えていたとしています。 

「アルテミシニン」への耐性がある原虫は同じ研究グループが 3年前に初めて報告していて、今回は実際にまん

延していることが裏付けられたとしています。 

順天堂大学の美田敏宏教授は「耐性マラリアの監視体制の強化や、別の治療薬の開発が必要だ」と話しています。 

-------------------- 

◇その他 

・塩野義製薬が週休 3日制導入へ 来年 4月、副業も解禁 

＜共同通信 2021年 9月 22日＞ https://nordot.app/813229336542167040?c=39546741839462401 

 塩野義製薬が希望する社員に対して週休 3日で働ける制度を来年 4月から導入する方針であることが 22日、分

かった。大学院での勉強や資格取得のための機会を提供することで社員の能力アップを促し、新規ビジネスの創

出などにつなげるのが主な狙い。制度開始に合わせて社員の副業も解禁する。 

 介護や育児のための制度利用も認める。週休 3日を選んだ場合、給与は週休 2日の 8割程度になるという。入

社 3年未満や管理職は対象外とする。大学院などでの学び直しを支援するために年間で最大 25万円を補助する既

存の社内制度も活用できる。 

 企業の週休 3日制は、政府も導入を促す方針を示している。 

********************************************************************************************* 

[付録] 

◇さよならサークル文化 

サークル文化は終わった？どうなる大学生の友人関係 

＜NHK 2021年 9月 22日＞ 

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210921/k10013271021000.html?utm_int=all_side_ranking-access_002 

「大学時代に入っていたサークルが活動休止らしい」 

そんな知らせを耳にしました。 

友情も恋愛も、優秀な学生のノートのコピーも…いろいろなことを教えてくれた大学のサークル。 

コロナ禍の今、大きな危機を迎えています。 

授業はオンラインばかりで、大学の友達がほとんどいないという声も聞かれます。 

コロナが広がって一年半以上。 
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変わる大学生のコミュニケーション、社会人にとってもひと事ではないかもしれません。 

サークル、活動休止するってよ 

「大学時代に所属していたテニスサークルが活動を休止している」。 

大学時代の先輩のフェイスブックに、そんな投稿がありました。 

私（成田）が大学生だったのは今から 18年も前ですが、当時は 100人近くのメンバーがいました。 

テニスだけでなく授業と授業の空き時間はサークルのスペースに行くといつも誰かがいて、交流の場になってい

て、当時の友人たちとは今でも連絡を取り合っています。 

しかし、SNSの普及で誰でも気軽につながれるようになったせいか、サークルに入る学生はここ最近、減ってい

たといいます。 

そこに追い打ちをかけたのがコロナ禍でした。 

事情を知る人に聞いてみると、大学の授業がオンラインになったため、新入生を勧誘する機会を失い、メンバー

が思うように集まらなかったといいます。 

合宿や大会などの開催もままならなくなり、サークル活動を休止。 

これまでの活動を知っている人たちも引退し、サークルは事実上、解散状態だということです。 

ちょっと切ない気持ちになりました。 

「サークル文化は戻らないと思う」 

「残念だが大学のサークル文化はかつてのようには戻らないと思う」 

先月、こんなツイートをしたのは明治大学の木寺元 教授です。 

サークルなどを管轄する学生部で、副部長を務めています。 

およそ 3万人の学生が通う明治大学には、スポーツ系や人文系のサークルがおよそ 300団体あり例年は新入生の

8割ほどが加入。 

ところが去年は、新型コロナの影響で新入生の加入率は 1割以下に激減したといいます。 

ことしの春は、緊急事態宣言が解除されたタイミングだったので、対面で勧誘活動ができたため、サークルの加

入率は例年並みに戻ったそうですが、その後の感染再拡大を受け、活動を休止したり、オンラインにしたりする

団体が相次いでいます。 

せっかくサークルに入っても思うような活動ができず、1年生が辞めてしまっているといいます。 

また、上級生にとっても試練が続きます。 

コロナ禍で入学した 2年生は、対面でのサークル運営のノウハウがありません。 

先輩を頼ろうとしても、対面でのサークル活動を知っている 3、4年生は就職活動や卒論などで忙しく、あてにし

にくい状況です。 

木寺教授はこれまでのようにサークルの文化を継承していくのは難しいと感じています。 

明治大学政治経済学部 木寺元 教授 

「大学 4年間という人生にとって非常に貴重な時期に、かなり強い制限がかけられたまま、学生たちはこれまで

1年半過ごしています。大学として提供できる教科やカリキュラムに限界がある。サークルでの人間関係がきっ

かけでいろんな世界に進む人もたくさんいる中で、課外の学生生活が奪われていることは学生にとってかなりの

損失です」 

不安を抱える大学 2年生 

消えゆくサークル文化。 

大学生活もこれまでと大きく変わり、「友達が作れない」「居場所がない」といった悩みが広がっています。 

ことし 7月、全国大学生活協同組合連合会が、大学生を対象にしたアンケートの中で、「大学生活が充実してい

るか？」と聞いたところ、半数近い 44.7％が「充実していない」と回答。 

これはコロナ前、2019年秋の調査のおよそ 4倍です。 

中でも、いちばん不安を抱えていたのが、大学 2年生でした。 
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生協アンケートより  

「不安に思っていること」について尋ねたところ、大学 2年生は、 

▽「友人とつながれていない孤独感・不安」が 39.2％。 

▽「友人関係の変化への不安」が 29.9％ 

などと 8項目のうち 6つで全学年の中で最も高い値となりました。 

去年、初めて緊急事態宣言が出たころに大学生活がスタートし、最初から従来のような対面式の講義が受けられ

なくなったり、サークル活動が全面禁止になったりして、友人を作る機会も奪われてしまったことの影響も大き

いようです。 

実際に大学 2年生に話を聞いてみると… 

大学 2年 女子学生 

「本来の大学生活がどのようなものかいまだに分からずつらいです。1年生の時にサークル募集が全面的に禁止

だったので、2年生の 4月にサークルに入らないと一生友達ができないと思って滑り込みました。でも、もう入

るのが面倒といって入っていない 2年生の方が多いように感じます」 

大学 2年 女子学生 

「大学 2年の半分が過ぎた今も友達が数人しかおらず、大学生活の楽しさはあまり感じられていません。友達ど

うしで就活やゼミなどの情報を共有するところを、1人で考え、悩みも相談し合えないので不安が大きいです」 

大学 2年 女子学生 

「今の1年生は私たちが1年だった時に比べ対面の授業が増え、友達づくりが円滑に行えているように思います。

大学が始まっていちばん不安定な 1年生の前期に 1人ぼっちだったことが、今の 2年生にとって大きな障壁にな

っていると思います」 

対応は大学ごとの判断に 

この先、大学生活はどうなっていくのでしょうか。 

夏休みが終わり、大学は再開されていますが、対応は学校ごとの判断に委ねられています。 

慶応義塾大学は、十分な感染対策を講じたうえで対面授業とオンライン授業を併用するとしています。 

明治大学は対面の授業を中心に通学を前提とした運営にしたいとしながらも、10月 10日まではオンライン授業

を中心にするとしています。 

横浜国立大学は 10月末までオンライン授業を原則とし、課外活動は原則として活動自粛を強く要請するとしてい

ます。 

対面の大会などに出る場合は、大学に計画書を提出して許可された場合に限るとしています。 

少人数の講義やゼミでは対面式にする動きも出ていますが、感染状況を見極めるために、オンライン授業を中心

にしているところが多く、影響はしばらく続きそうです。 

コロナ禍の友達づくり どうすれば 
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まだ今後も続くコロナの影響。 

今の大学生たちは、どうやって友達や新たな居場所を作っているのでしょうか。 

少しでもヒントになればと、当事者の大学生たちに聞いてみました。 

1 バーチャル背景を使って LINEや Instagramでつながる 

多かったのは授業などで出会った人と LINEや Instagramでつながってやり取りするという方法です。 

所属する学科のメンバーでグループを作っているケースや、中には、オンライン授業の際にバーチャル背景画像

に LINEなどの QRコードを表示して、連絡先を交換している人もいるということです。 

2 Twitterで検索してつながる 

入学前から「＃春から○○大」というハッシュタグを使って、同じ大学に入る人を探す人も多かったようです。 

顔とアカウントが一致し、自分と趣味の合う人がいればダイレクトメッセージを送って連絡を取るということで

す。 

中には「ふだんはしないのですが、友達がいないことに焦っていたので積極的に動きました」という声もありま

した。 

3 オンライン交流会に参加 

オンラインでのイベントに出席して交流を深るケースもありました。 

オンラインでできるゲーム会で友達を作ったケースや、学部の上級生が下級生のために交流会を複数回開催した

ケースもありました。 

対面での交流に制約があるなかで、SNSを通じて友達を作っているたくましい学生が多いようです。 

一方、こんな声も… 

大学 2年 男子学生 

「LINEもインスタも相手の顔が分からない中、文字だけのやり取りがメインなので、いざ対面で会って話すと考

え方や性格が合わないケースがありました」 

大学 2年 女子学生 

「オンラインではテンプレみたいな会話しかできず、趣味や雰囲気、波長が合うか全く分からなかった。高校の

時の友達のほうが深い関係だと思う」 

できれば対面で交流したいというのが本音のようです。 

決してひと事ではない 

明治大学の木寺教授はコロナ禍により、学生たちは大学の外に居場所を求めるようになっているが、注意が必要

だと指摘しています。 

木寺元 教授 

「今は飲食店も閉まっているので、学生たちはバイトもできません。そんな状況につけ込んで、『手軽にもうけ

られる方法を教える』と悪徳商法の誘いを受けたという相談も寄せられています」 

「インターンシップに参加するなど前向きな動きも出ていますが、サークルもバイトもできない、人とのつなが

りに飢えて、孤独感を抱えている学生たちを大学としてどのようにサポートできるか、今本当に悩んでいるとこ

ろなんです」 

今の大学生たちが置かれている環境は、決してひと事ではありません。 

こうした学生たちが卒業し、社会人として入社してきます。 

私たち自身の経験を振り返っても、今の仕事につながるさまざまな経験や出会いがあった大学時代。 

あのころの「日常」が当たり前ではなくなった今の大学生たちの声に、もっと思いを寄せる必要があるのではな

いかと感じます。 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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